
 

奈良市建設工事における施工体制の点検要領 

 

(目的) 

第１条 この要領は、本市が発注する建設工事の施工体制等の把握に関し、点検すべき

事項を定め、もって工事現場の適正な施工体制の確保等に資することを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この要領において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 監督員 建設工事について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４

条の２第１項の規定による監督を行う職員をいう。 

(２) 工事主管課長 建設工事の施工を主管する課（これに相当するものを含む。）

の長をいう。 

(３) 施工体制点検員 建設工事の施工体制について、監督員とともに点検を行う工

事主管課長が指名する職員をいう。 

(４) 受注者 奈良市契約規則（昭和４０年奈良市規則第４３号）の規定に基づき、

建設工事の請負契約を締結した者をいう。  

(５) 主任技術者 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条第１項に規定す

る主任技術者をいう。 

(６) 監理技術者 建設業法第２６条第２項に規定する監理技術者をいう。 

(７) 監理技術者補佐 建設業法第２６条第３項ただし書に規定する監理技術者の

職務を補佐する者をいう。 

 

(適用対象) 

第３条 建設工事の施工体制の点検は、次のとおりとする。 

（１） 主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐の専任に関する点検は、建設業

法第２６条第３項に該当する工事（請負代金額が４，５００万円以上のもの。

ただし、建築一式工事の場合は、９，０００万円以上のもの。）について行う。 

（２） 施工体制台帳、施工体系図に関する点検は、工事を施工するために下請負契

約を締結した工事について行う。 

（３） 主任技術者の設置等に関する点検は、第１号の対象とならない工事であって、 

請負代金額５００万円以上のものについて行う。 

 



 

(施工体制の点検) 

第４条 施工体制の点検は監督員及び施工体制点検員の複数人で行うものとする。 

 

(点検事項及び点検時期) 

第５条 施工体制の点検事項は、工事現場の適正な施工体制の確保のため、発注者が監

督業務等において把握する必要がある事項とし、施工体制点検表(別記様式)の項目に

ついて、同点検表に指定する時期に行うものとする。 

 

(点検内容の報告) 

第６条 監督員及び施工体制点検員は、施工体制の点検を行ったときは、その内容を施

工体制点検表により、工事主管課長に報告するものとする。 

 

(是正指示等) 

第７条 監督員及び施工体制点検員は、施工体制の点検により疑義があると認められる

場合には、工事主管課長にその内容を報告するとともに、当該工事の受注者から意見

聴取を行うものとする。 

２ 監督員及び施工体制点検員は、前項による意見聴取において、その事実を確認した

場合には、監督員指示書により受注者に対し是正の指示を行うとともに、工事主管課

長に速やかに報告するものとする。 

３ 工事主管課長は、受注者が前項による指示に従わない場合、又は速やかな是正が見

込めない場合には、現地調査及び意見聴取を行い、書面により是正に関する指導を行

うものとする。 

４ 監督員は、第２項による指示又は前項による指導に対し受注者から是正の報告を受

けた場合には、施工体制点検員と共に速やかに是正状況を確認し、工事主管課長に報

告するものとする。なお、是正の報告は、書面により行うものとする。 

 

(その他の措置) 

第８条 工事主管課長は、受注者が前条第３項による是正指導に従わない場合で、公共

工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年１１月２７日法律第１

２７号）又は工事請負契約書等に定めがあるときは、当該定めにより適切な措置を講

じるものとする。 

２ 工事主管課長は、前項の措置を講じる場合において、必要に応じ関係課等と協議す



 

るものとする。 

 

(工事成績評定への反映) 

第９条 監督員は、施工体制の点検において受注者に不適切な事項がみられた場合には、

その内容及び対応状況に応じて工事成績評定に適切に反映するものとする。 

 

第 10 条 この要領に定めるもののほか、施工体制の点検の実施に関し必要な事項は、

その都度定める。 

 

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行し、同日以後に締結する契約に係る建設工

事の施工体制の点検について適用する。 

 

附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行し、同日以後に締結する契約に係る建設工

事の施工体制の点検について適用する。 

 

附 則 

この要領は、平成２８年６月１日から施行する。 

 

附 則  （令和４年 ３月 １日一部改正） 

この要領は、令和４年 ４月 １日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和５年 １月 １日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和７年 ２月 １日から施行する。 

 


